
改正次世代育成支援対策推進法の主な内容

1地域における取組の促進
(1)国による参酌標準の提示 (公布から起算して6月 以内に施行)
○ 国は、市町村行動計画において、保育の実施の事業、放課後児童健全育成事業等に関する事項 (量 )を定めるに際して

参考とすべき標準 (参酌標準)を定めるものとする。

(2)地域行動計画の策定等に対する労使の参画 (公布から起算して6月以内施行)
○ 市町村及び都道府県は、行動計画を策定・変更しようとするときは、住民の意見を反映させるほか、労使を参画させるよ

う努めるものとする。

(3)地域行動計画の定期的な評価・見直し (平成22年 4月施行)
○ 市町村及び都道府県は、定期的に行動計画に基づく措置の実施状況等を評価し、計画の変更等の措置を講ずるよう努
めるものとする。

2-般 事業主による取組の促進
(1)一般事業主行動計画の策定・届出義務の対象の拡大 (平成23年 4月施行)
○ 中小事業主のうち一定規模以上(100人超)の事業主について、行動計画を策定・届け出なければならないものとする。

(2)一般事業主行動計画の公表・周知 (平成21年 4月施行)
○ 行動計画の策定・届出義務のある事業主について、行動計画の公表及び従業員への周知を義務づけるとともに、行動計

画の策定・届出が努力義務の事業主についても、同様の努力義務を設ける。

3特定事業主による取組の促進

○ 特 定 事 業 主 行 動 計 画 (国、地方公共団体の長等が所属職員のために策定する次世代育成支援対策に関する計画)につ い て 、職 員 へ の 周 知

を義務付けるとともに、行動計画に基づく措置の実施状況を公表しなければならないものとする。(平成21年 4月施行)




